消費税廃止各界連宣伝原稿　　　　２０１２年９月１０日版

市民のみなさん、こちらは消費税廃止各界連絡会です。

●民主・自民・公明３党は、多くの国民の反対を押し切り、消費税増税と社会保障改悪の「一体関連法」を強行成立させました。消費税を２０１４年４月に８％、15年10月に10％への大増税を国民に押し付け、社会保障を次々に切り捨てる内容です。私たちは到底認めることが出来ません。
●社会保険料・厚生年金保険料の引き上げ、子育て世帯の年少扶養控除の廃止など、国民の負担は増えるばかりです。消費税増税以外の負担も含め、年収５００万円・4人世帯で16万７０００円の負担増になるとの試算もあります。いまでさえ、くらしは耐え難い状況で、景気の回復も見込めないのに、増税すればくらしはもちろん、いのちまで危険にさらされ、地域経済も壊滅的な被害を受けることになります。
●政府は、「社会保障と税の一体改革」といって、社会保障のために消費税の増税が必要だと宣伝してきました。しかしその言い訳さえ投げ捨て、増税だけを先行させ、社会保障を充実させるどころか、年金給付の削減や、医療費の負担増などを削るという国民いじめの計画です。その上、増税でつくる財源を「打ち出の小づち」とばかりに、高速道路、巨大港湾など、大型公共事業にまわす条項をわざわざ増税法の付則に盛り込んだことは毛頭許せません。

●本来税金は、所得や負担能力に応じて課税されるものです。ところが消費税は、所得の低い人ほど負担が重くなるという逆進性を持っており、税率の引き上げはこの逆進性を一層拡大します。震災被災者や低所得者に重たい税金をおしつけるのはもってのほか。生活費は非課税に、能力に応じて負担する税制を求めていきましょう。

●消費税増税は日本経済を根幹で支える中小企業に決定的な打撃を与えます。いまでさえ価格に上乗せできず、身銭を切って消費税を負担している中小企業は、負担に耐えられず、廃業に追い込まれてしまいます。失業者も増大します。日本の経済と財政に取り返しのつかない大打撃を与えます。
●消費税を10％に増税しても、国の税収は増えません。財政再建のためには、税金のとりかた、使い方を見直し、消費税増税にたよらない政治が必要です。不要不急の大型公共事業や原発予算、米軍への｢思いやり｣予算、政党助成金など税金のムダづかいにメスをいれさせましょう。そして、莫大な利益を貯め込む大企業や富裕層に応分の負担を求めれば、社会保障充実の財源が生みだせます。

●フランスでは、５月に新自由主義・緊縮路線のサルコジ氏が大統領選に敗北し、オランド新大統領は、前大統領が決めた、付加価値税の税率引き上げを撤回しました。そして富裕層への増税を打ち出しています。フランス国民は、選挙での審判を通じて、政府の政策を見事に転換させたのです。

日本でも、１９７９年の大平内閣の一般消費税の導入や、１９８７年の中曽根内閣の売上税などを選挙で審判を下し、国民の力で増税をやめさせた歴史があります。
●増税法は強行されましたが、私たちはあきらめていません。増税が実施される14年４月までに必ず総選挙と参議院選挙がおこなわれます。

民主・自民・公明３党の増税連合にキッパリ審判をくだし、増税を中止する政府をつくりましょう。消費税増税の中止を求める国会請願署名で「増税ノー」の意思を示していきましょう。
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